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わゆる「同一労働同一賃金」に伴う２０年４月施行の
改正派遣法は、派遣労働者の賃金や待遇について「派

遣先均等・均衡」（派遣先方式）か「派遣元による労使協定」（労
使協定方式）のいずれかの待遇決定方式を義務化。この選択
制２方式のうち、「労使協定方式」を採用した場合には、局長
通達の一般賃金水準より「同等以上」であることが要件とな
ります。施行５年目となる現在運用されている賃金水準は、
「２２年度職業安定業務統計」（ハローワーク統計）と「２２
年賃金構造基本統計調査」（賃構統計）の２種類が基になっ
ています。
　今回、局長通達で示す来年２５年度適用分は、「２３年度の
ハローワーク統計」と「２３年の賃構統計」を最新データと
して集計しています。ハローワーク統計の職業計は３０円増
の１２４８円。賃構統計の産業計は４４円増の１３２０円で、
昨年度より上がる職種が８５、下がる職種は４４となってい
ます。なお、ハローワーク統計は、厚生労働省編職業分類 を 
もとにしていますが、２５年度適用分の一般賃金水準から分
類改定後のものを使用しているため、上がる職種・下がる職
種の比較ができません。
　前年度の局長通達の本文に初めて「協定対象派遣労働者の
待遇改善を進める観点から、改訂後の一般賃金水準を順守し
た上で、昨今の経済・物価動向及び賃金動向を勘案して賃金
を決定するよう労使で十分に協議すること」と記載しました
が、引き続き同様の文言を付しています。
賃上げ実施率は８４％、５％台が最多　中小は「賃上げ疲れ」
　東京商工リサーチが発表した「賃上げに関する調査」によ
ると、今年は８４．２％（前年比０．６ポイント減、５８１０社）
の企業が賃上げを実施しましたが、大企業の９４．０％（同４．
１ポイント増、７４７社）に対して、中小企業は８２．９％（同１．
３ポイント減、５０６３社）となり、企業規模の格差が拡大し
ていることがわかりました。同社は「中小の"賃上げ疲れ"が
うかがえる」と分析しています。
　実施率が最も高い業種は製造業の８９．６％で、「２０２４
年問題」に直面した運輸業が８８．９％、建設業が８８．６％
で続きます。運輸業は同６．６ポイント上回りました。逆に、
最も低いのは不動産業の６２．９％でした。

　賃上げの内容は「定期昇給」が７４．２％（同１．１ポイン
ト減）で最多でしたが、「ベースアップ」は６１．４％（同５．
０ポイント増）と３年連続で過去最大を更新しています（複
数回答）。
　賃上げ率（年収換算ベース）で最も多いレンジは「５％以
上～６％未満」の２６．８％。「３％以上～４％未満」が２５．
６％、「２％以上～３％未満」が１３．１％。「５％以上」を合
わせると４２．６％（同６．３ポイント増）に上っていますが、
ここでも大企業の４４．４％に対して中小企業は４２．４％
と大企業優位。賃上げ率の中央値は４％でした。
　　　女性管理職比率、１０．９％　初の１割超え
　帝国データバンクが発表した２０２４年「女性登用に関す
る企業調査」によると、女性管理職（課長級以上）の割合が
平均１０．９％（前年比１．１ポイント増）となり、１３年の
調査開始以来初めて１０％を突破しました。
　内訳は「３０％以上」が１１．４％（同１．６ポイント増）、「２
０％以上～３０％未満」が６．４％（同０ポイント）、「１０％
以上～２０％未満」が９．１％（同０．５ポイント増）、「１０％
未満」が２５．５％（同０．４ポイント減）。「全員男性」は４３．
０％（同２．１ポイント減）に減少しましたが、政府目標であ
る「３０％程度」を達成している企業はまだ少数にとどまっ
ています。
　企業規模別では大企業が７．６％（同０．１ポイント増）、
中小企業が１１．５％（同１．３ポイント増）といずれも増え、
業種では「小売業」が１９．４％（０．８ポイント増）で最も
高くなっています。また、社長を含む役員に占める女性の比
率も平均１３．５％（同０．４ポイント増）の最高でしたが、「全
員男性」も５２．４％（同０．６ポイント減）と依然として過
半数を占めています。
　　　７月３大都市圏の派遣時給、初の１７００円台
　求人情報会社が発表した７月の派遣平均時給（三大都市圏、
募集時）は１７０２円（前月比０．７％増、前年同月比２．１％増）
となり、初めて１７００円台に乗せて過去最高を更新しまし
た。７月は夏商戦に備えた経験者募集が増えて、時給を押し
上げたとみられます。職種別（大分類）では、オフィスワーク・
事務系が１６５５円（前年同月比２．５％増）で過去最高です。

派遣「労使協定方式」、来年度適用分の一般賃金水準固まる
　労働者派遣法に基づき、派遣元が「労使協定方式」を選んだ際に用いる来年２０２５年度の一般賃金水準（一
般基本給・賞与など）について、厚生労働省は直近の統計データを用いて来年２０２５年度適用分を集計。８月
２７日に公表しました。政府が「働き方改革」の一環として同一労働同一賃金を導入した際、派遣事業に適用し
た方式で、２０２０年度のスタートから来年度で６年目となります。主な項目としては「通勤手当」が７２円（時
給換算）から７３円に増加、「学歴計初任給との調整」は１２．６ ％、「退職金割合」は５％、「賞与指数」は０．
０２でいずれも「変更なし」となっています。
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